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京都信用金庫の概要

１９７１年 日本で初めて「コミュニティ・バンク」宣言

設立 １９２３(大正１２)年
（平成２８年３月末現在）

預金積金 ２兆８,７１０億円
貸出金 １兆８,４５６億円

常勤役職員数 １,５５１人
店舗数 ９４店舗

２０１７年 ノルマ（個人業績評価）を廃止

２０２０年 イノベーションの創発拠点「QUESTION」を新築
「ソーシャル企業認証制度 S認証」を創設

２０２３年３月末時点 ゴミ３削減

２０２３年 創立１００周年を迎え、ブランドネーム「コミュニティ・バンク京信」を制定



「コミュニティ・バンク」の理念

① 1971年(昭和46年)に日本で初めて「コミュニティ・バンク」宣言

②理念は、
会員・顧客の繁栄、職員・家族の繁栄、地域社会の繁栄。
（三方よし、利他、公益資本(ソーシャル・キャピタル)の考え方と類似しており、
自己の利益追求のみを事業目的とせず、地域の発展を目的とする金融をめざす。）

③ミッションは、地域における社会課題の解決に取組むこと。

信用金庫の精神と「コミュニティ・バンク」の理念



利己
私利私欲

よりよい地域の未来のためには

利他
公益共助

人に優しい、地球に優しい
社会をめざす✕ ○

事業者 消費者
両サイドの価値観の軸が変わらないと、
社会の持続性は向上しない！

事業の持続性と同時に地域課題が解決されうる関係性（コ
ミュニティ）形成する

コミュニティ・バンク京信



運用開始 2021年４月1日

認証企業数 1,2５３社
（2024年10月末現在）

連携
金融機関

京都信用金庫
京都北都信用金庫
湖東信用金庫
但馬信用金庫 （兵庫県豊岡市） 2023年１月
玉島信用金庫 （岡山県倉敷市） 2024年４月
枚方信用金庫 （大阪府枚方市） 2024年４月

ソーシャル企業認証制度 S認証
ソーシャル企業認証制度は、京都信用金庫、京都北都信用金庫、湖東信用金庫、龍谷
大学ユヌスソーシャルビジネスリサーチセンターの間で締結された協定のもと、社会
課題解決を目指す企業に対し経営方針や事業内容、社会的インパクト等を基準に評
価・認証を行う社会的認証の枠組み。※現在連携金融機関は6機関
申請を通して企業活動における“気づき”を促進することで、企業の社会的価値を高め
ることを目的とする。

社会課題に取組む企業の成長を支え、地域経済の持続的成長につな
がる企業・消費者のエコシステム構築を目指す。



S認証を活用した金融商品
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「世の中を少しでも良くしたい」という想いを預金に乗せ、それに取り組む企業に託すこ
とや、預金者同士、預金者と企業のコミュニティ創出を目的とした定期預金商品「京信
ソーシャル・グッド預金」を2022年1月より開始しました。
ご預金時に6つの項目を選択いただくことができ、預金者とS認証企業を繋げる取り組みと
して、公式LINEによる紹介動画やソーシャルなイベントなどの告知や、Ｓ認証企業をより
知ってもらえるようなイベント（Social good day）を開催しています。

医療
福祉

環境教育

地域

働き方

文化

預金者専用公式LINE



京都府ゼロカーボン・フレームワークの概要

地域金融機関と連携して、 「京都ゼロカーボン・フレームワーク」を活用した
サステナビリティ・リンク・ローンの組成等を通じ、2050 年カーボンニュー
トラル達成に資する府内企業の脱炭素化の取組を推進（R5.1.30運用開始）
※全国初の金利優遇スキームであり、環境省「令和4年度グリーンファイナンスモデル事例創出
事業」に採択

※第11回プラチナ大賞において、「大賞・経済産業大臣賞」を受賞

中小企業へのアプローチとして金融機関の融資ネットワークに着目。
削減目標の達成により金利優遇を受けられる融資契約において必要
な第三者評価に、京都府条例に基づく特定事業者制度を準用し、
審査コストを省略

KPI：府内事業者の事業活動から排出されるCO2排出量の削減
SPT：業務部門▲6％、産業部門▲4％、運輸部門▲2％

※特定事業者制度の目標削減率と同等水準



フレームワーク

１. フレームワークの利用開始日
令和５(2023)年１月30日～ ※2030年度末まで

２．利用可能な事業者
府内に事業所（工場、事業場、店舗等）を有する事業者

３．取り扱い金融機関
株式会社京都銀行、京都信用金庫、京都中央信用金庫、京都北都信用金庫
株式会社南都銀行 、株式会社滋賀銀行、株式会社商工組合中央金庫

府内企業

金融機関 京都府

 SLL実行
 進捗確認
（対話）  レポーティング

 計画書・報告
書の評価

 指導・助言等

 計画書・報
告書提出

 SLL実行支援
 コンソーシアムでの連携

主なメリット 京都ゼロカーボン
フレームワーク

組成手数料
（第三者認証費用） ０円／件

最低融資金額 設定なし
金融機関事務
（SPT設定・評価等） なし






